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概要 

災害時の情報伝達基盤となる通信ネットワークの耐災害性強化を目指し、地震・津波で地上系インフラが損壊した場合

でも、容易かつ迅速に衛星通信ネットワークを構築し代替通信路の確保を可能とすべく、災害時に簡易な操作で設置が可

能な VSAT の研究開発に取り組んだ。開発した VSAT は衛星通信を開始する前に必要な衛星捕捉作業と UAT（Uplink 
Access Test：回線開通前試験)が完全自動化されており、携帯電話等が繋がらない地域からでも、また、衛星通信の知識

がない素人でも、迅速（通常 3 分程度）に通信を確立して電話・インターネットなどを行うことが可能となる。 
 
１． まえがき 

東日本大震災においては、広域にわたり、地上系の通信

手段は甚大な被害を受けた。しかし、地震による影響を受

けにくい衛星通信は、災害現場での電話回線確保や災害対

策機関等からの情報収集など、幅広い分野において活躍し、

衛星通信は被災地における通信の確保に必要不可欠な状

況であった。 

他方、衛星通信ネットワークの臨時構築に必要不可欠な

存在である小型地球局（VSAT）の設置に際しては、熟練

した作業員が必要であることから、どこでも VSAT を設置

するだけで通信が可能という衛星通信の特長を活かした

機動的な設置が困難という課題も顕在化したところ。（図

１) 
 

  

 
図 1 東日本大震災で浮き彫りになった衛星通信の課題 
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こうしたことから、災害時の情報伝達の基盤となる通信

ネットワークの耐災害性強化を目指し、地震・津波で地上

系通信インフラが損壊した場合でも、容易かつ迅速に衛星

通信ネットワークを構築し代替通信路の確保を可能とす

べく、災害時に簡易な操作で設置が可能な VSAT の研究開

発に取り組んだ。 

なお、本研究で開発した VSAT の利用イメージは、下図

2 に示すような、災害発生から地上回線が復旧するまでの

数週間から数ヶ月程度の期間で、まずは現状把握や情報収

集という利用用途を想定し、数 Mbps 程度の回線とした。 
 

 

 
図 2 本研究で開発した VSATの利用シチュエーション 

 

２． 研究開発内容及び成果 
災害発生により地上系通信インフラが損壊した場合で

も、誰でも簡単に操作が可能で、迅速に電話・インターネ

ットなどを使用出来るプロトタイプ VSAT を開発した。本

研究開発において取り組んだ課題とそれぞれの研究開発

成果は以下の通り。 
 

２．１ 課題ア）衛星自動捕捉技術 

衛星通信において地球局の設置に欠かせない衛星へのアン

テナ指向作業を自動化することで、設置現場の作業者に高

度な技術を求めることなく設置作業が完了できる技術 
 

２．１．１ 研究開発内容及び目標 

上記の背景に基づき、VSAT アンテナについて、地面の

傾斜を考慮しつつ、方位角、仰角及び偏波角の調整を自動

的に実施し、衛星を自動的に捕捉する技術を開発した。衛

星通信システムにおいて一般的に利用されている制御回

線信号（42kHz 程度）の狭帯域信号をリファレンス信号と

して利用しつつ、衛星自動捕捉を電源投入から捕捉完了ま

で 2 分以内で実現し、最大 7 度の任意傾斜において衛星へ

の指向方向及び偏波角の誤差が±0.5 度以内であることを

目標とした。また、地震等によりアンテナがずれた場合に

は自動的に再捕捉する機能を実現することを目標とした。 

 

２．１．２ 成果概要 

本体傾斜が 7 度以内において、偏波角の誤差が±0.5 度

以内で、且つ目標の 2分以内で衛星捕捉が完了できた。（ 図
3 に衛星捕捉時間と本体傾斜角の関係を示す。） また、図

4 に示すとおり、狭帯域信号でも広帯域キャリアと比べて

も衛星捕捉完了時間に大きな違いが出ないことを確認で

きた。さらに、地震によるアンテナのずれを検知でき、自

動的に衛星の再捕捉を行うことを確認した。 

 
図 3 衛星捕捉完了時間と本体傾斜角の関係 
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  制御回線信号帯域幅による衛星捕捉時間の違い
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図 4 制御回線信号帯域幅による衛星捕捉時間の違い 

 

２．２ 課題イ）組立ての簡易化及び可搬性の向上 

 

VSAT の設置において、設置現場の作業者に特殊な工具や

高度な知識・技術を求めることなく設置作業を可能とす

るための技術 

 

２．２．１ 研究開発内容及び目標 

VSAT の小型化を図るともに、VSAT の設置手順につい

て未経験者がどのような場面で作業が困難な状態になる

かを検討し、組立ての容易性と可搬性の両立を図った

VSAT のプロトタイプを開発した。VSAT は高い可搬性・

機動性を確保するために人力にて運搬できることを目標

とした。 また、組立てに際しては、特殊な工具の使用を

不要とするとともに、設置作業の進捗状況に応じ、適切な

支援が可能な自動音声ガイドシステムおよびグラフィカ

ルユーザインターフェースの実現を目標とした。 
 

２．２．２ 成果概要 

誰でも簡単に操作できる VSAT を実現するためには組

立の容易化が最重要課題と位置づけ、組立て不要の一体構

造でありながら小型化、軽量化を図るための工夫を施した。 

具体的には、アンテナは収納性の高い性能を示す平面型を

採用し、重量のかさむ駆動部品には小型高性能のものを使

用し、筐体の材料に軽量で剛性の高い炭素素材を採用する

など、従来と比較して小型化と軽量化を兼ね備えた VSAT
が完成した。 
電源投入後は、本体から発せられる音声ガイダンスに従

って、液晶画面の「開始」ボタンをワンタッチするだけで

衛星通信が開始できるものとした。図 6 に開始から捕捉完

了までの液晶画面の遷移イメージを示す。音声ガイダンス、

液晶表示とも設置工程のアンテナ展開、衛星捕捉、自動

XPD（Cross Polarization Discrimination：交差偏波識別

度）調整などの各工程においてそれぞれ状況を通知する音

声・表示内容としており、操作者の状況把握を助けるもの

となっている。 
本研究では、プロトタイプの容積・重量が、0.26m3 ・ 

38.5kg となり、目標とした 1m3 ・ 40kg を満足すること

ができた。スペックを表 1 に示す。 また、運搬の容易性

を向上させるために本体の両側に棒状の持ち手を具備す

ることで、人力でも運搬が楽にできるよう工夫を凝らした。

概観図を図 5 に示す。 
 

 
図 5 プロトタイプ概観図 

 

ここをタッチ

 
図 6 液晶画面遷移図イメージ 
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２．３ 課題ウ）UAT 試験の自動化技術 

 

衛星通信で VSATの設置に必須となっている UAT試験を自

動化することで、設置現場の作業者に高度な知識・技術

を求めることなく設置作業を可能とする技術（図 7） 

 

２．３．１ 研究開発内容及び目標 

VSAT は設置後の運用開始に際し、管制局（HUB 局）

と VSAT 側が連携し、UAT 試験を実施する必要がある。

衛星通信の知識がない素人でも簡単に UAT 試験を行うこ

とが出来、携帯電話等が繋がらない地域からでも実施出来

るよう、UAT 試験を自動的に実施する技術を開発した。 
衛星からの制御回線の信号そのものが受信不能になら

ないよう、管制局（HUB 局）側から VSAT アンテナを遠

隔制御し、最大 7 度の任意傾斜において、XPD の調整を

含めて調整を 10 分以内で完了し、衛星通信を自動的に確

立させる事を目標とした。このとき、10 分の調整で、スカ

パーJSATにて採用しているXPDの調整規定値 25dBを満

足する確率を 95%以上となることを目標として設定した。

また、地震等によりアンテナがずれた場合に、UAT 試験の

自動再実施率を 95%以上確保することを目標とした。 
 

 

 
図 7 UAT試験の自動化 

 

２．３．２ 成果概要 

VSAT 局の設置される傾斜を変えながら、自動 XPD 調

整を 20 回連続で実施したところ、目標の 95%以上の確率

で時間内（数分程度）に規定値を満たす XPD 調整が完了

することができた。 また、自動 XPD 調整を行うことで、

ほとんどのケースで、XPD 値が向上していることを確認し

た。XPD が改善されない場合であっても、誤差の範囲内で

あり、通信に必要とされる条件を満たしていることから、

実運用において問題がないレベルであることを確認した。

なお、表 1 の結果は自動 XPD 調整前においても規定の

XPD 値を満足しているが、自動 XPD 調整の有効性を確認

するため、最良点に調整する試験を行った結果である。本

運用の際は、規定の XPD 値を十分に超えた値を示した場

合は最良点に追い込む作業を省略することで通信回線の

確立までの時間を短縮することが可能である事から、今後

検討を進める。 

 

 

 

表 2 自動 XPD調整実施前後の XPD値の違い 

 

表 1 プロトタイプスペック 
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３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

 

３．１ 今後の研究開発成果の展開 

・研究開発成果の周知活動のため、各地域の非常通信協議

会、防災関連フォーラム、展示会などにおいて発表・展示・

デモなどを行う。 
・研究開発成果の普及促進を図るため、防災関連機関・民

間企業等への紹介を行う。 
・自治体衛星通信機構（LASCOM）の防災ネットワーク

への導入を図るため、本技術の紹介・デモなど導入に向け

た働きかけを行う。 
・研究開発成果の実用化にむけた技術検討を行うと共に希

望するメーカーへの仕様公開を行う。 
・技術検討を完了し、実用化を行う。 
・研究開発技術の普及のため、利用者獲得のための活動を

行う。 
 

３．２ 波及効果創出への取り組み 

衛星を自動で捕捉する手法は、操作が簡易であるだけで

はなく、他の衛星やトランスポンダへの電波の誤発射や干

渉を防ぐことが可能であり、通信の信頼性向上に大きく貢

献すると考えられる。 
本研究開発で実現した VSAT の指向方向調整及び偏波

角調整は、災害の有無に依らず、平時であっても衛星通信

の利用において課題となっている手順である。この調整作

業の自動化が実現され、静止軌道衛星を用いる衛星通信機

器に広く普及することは衛星通信市場に対して大きな活

性化を与えうるものと考えられる。 
このため、自治体等での災害時における衛星利用だけに

留まらず、平常時にも衛星通信を利用している防災関連機

関・民間企業等に対しても積極的に周知を行い、実用化に

向けて取り組んでいく。 
 

４．むすび 
短い研究開発期間の中で、携帯電話等が繋がらない場合

でもボタンひとつで誰でも衛星通信が利用でき、電話・イ

ンターネットなどが使用可能になるプロトタイプ VSAT
を完成したことは、今後の災害対応等に貢献する礎を築け

たと思料する。 
本研究の運営委員会にて委員としてご協力頂いた有識

者の方々、及び各地域の防災関連フォーラム、協議会等に

おいて今回の研究開発内容を披露する機会を多数作り、積

極的に研究開発の目標等をご説明したところ、いずれも多

くの方々から研究目的についての強い共感・賛同を得るこ

とが出来た。特に 2013 年 3 月 25 日～26 日に東北大学等

で行なわれた耐災害 ICT 研究シンポジウムでは、緊急時

に未経験者でも利用可能なところに多くの賛同の声を頂

いた。また、東日本大震災の被災地であり、震災発生直後

に通信回線断絶という状況を経験した宮城県の山元町、岩

手県盛岡市や高知県土佐町で実施したデモンストレーシ

ョンにおいて、多くの参加者に賛同の声を頂くとともに、

既存の小型地球局の設置経験のある防災関連機関の方々

から、本研究開発成果ならば運用現場の負荷軽減に繋がる

とのお声や、南海トラフ地震での被災により孤立した地域

（集落）の通信手段として大いに期待出来るとの高い評価

を頂いた。 
 今後も、自治体・防災関連機関・民間企業等への紹介に

よる潜在ユーザーの掘り起こしを行いつつ、本研究開発技

術の実用化に向けた検討を進めていく。 
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用語解説 
 VSAT： “Very Small Aperture Terminal”の略。

通信衛星を介した通信を行なうために、地上側に設

置される地球局無線設備。 電波法では、管制局

（HUB 局）から制御されることが必須な地球局で、

無線従事者が不要であると言う利点がある。 
 UAT： “Uplink Access Test”の略。 

VSAT との地球局を設置した後、運用開始前に通信

事業者等により実施される衛星捕捉精度検証等の作

業。 
 偏波角： 地球が球体であるため、地上にあるアン

テナと通信衛星の位置関係により生じる偏波面のず

れの角度。 
 交差偏波識別度：  XPD“ Cross Polarization 

Discrimination”とも言う。 衛星通信では直線偏

波を使用している。直線偏波には、水平偏波と垂直

偏波があり、目的偏波の電波の強度と裏偏波の電波

の強度の比で求められる。 
単位はデシベル（dB）。 
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